
 
 
 

環 境 基 本 計 画 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
平成２４年４月２７日 

 

KANRI01
テキストボックス
参考資料２



1 
 

目   次 
 

はじめに ............................................................................................................ 3 

第１部 環境の状況と環境政策の展開の方向 ................................................ 5 

第１章 環境の状況及び環境政策の課題と目指すべき持続可能な社会の姿 ................... 5 
第１節 環境と社会経済の状況 ....................................................................................... 5 
（１）環境に関する状況 ............................................................................................... 5 
（２）世界の社会経済の状況 ..................................................................................... 11 
（３）我が国の社会経済の状況 .................................................................................. 12 

第２節 今後の環境政策の課題と目指すべき持続可能な社会の姿 ............................. 14 
（１）今後の環境政策の課題 ..................................................................................... 14 
（２）目指すべき持続可能な社会の姿 ...................................................................... 16 

第２章 今後の環境政策の展開の方向 .............................................................................. 19 
（１）政策領域の統合による持続可能な社会の構築 ................................................ 19 
（２）国際情勢に的確に対応した戦略をもった取組の強化 .................................... 21 
（３）持続可能な社会の基盤となる国土・自然の維持・形成 ................................ 22 
（４）地域をはじめ様々な場における 

多様な主体による行動と参画・協働の推進 ..................... 23 
第３章 環境政策の原則・手法 ......................................................................................... 24 

（１）環境政策における原則等 .................................................................................. 24 
（２）環境政策の実施の手法 ..................................................................................... 26 

第２部 今後の環境政策の具体的な展開 ..................................................... 28 

第１章 重点分野ごとの環境政策の展開 .......................................................................... 28 
第１節 経済・社会のグリーン化とグリーン・イノベーションの推進 ..................... 28 
第２節 国際情勢に的確に対応した戦略的取組の推進................................................ 44 
第３節 持続可能な社会を実現するための 

地域づくり・人づくり、基盤整備の推進 ......................... 54 
第４節 地球温暖化に関する取組 .................................................................................. 67 
第５節 生物多様性の保全及び持続可能な利用に関する取組 .................................... 78 
第６節 物質循環の確保と循環型社会の構築のための取組 ........................................ 86 
第７節 水環境保全に関する取組 .................................................................................. 94 
第８節 大気環境保全に関する取組 ............................................................................ 105 
第９節 包括的な化学物質対策の確立と推進のための取組 ...................................... 113 

第２章 東日本大震災からの復旧・復興に際して環境の面から配慮すべき事項 ........ 123 
第３章 放射性物質による環境汚染からの回復等 ......................................................... 127 



2 
 

第４章 環境保全施策の体系 ........................................................................................... 129 
第１節 環境問題の各分野に係る施策 ........................................................................ 129 
１．地球環境の保全................................................................................................... 129 
２．生物多様性の保全及び持続可能な利用に関する取組 ...................................... 131 
３．物質循環の確保と循環型社会の構築のための取組 .......................................... 136 
４．水環境、土壌環境、地盤環境の保全に関する取組 .......................................... 137 
５．大気環境保全に関する取組 ................................................................................ 138 
６．包括的な化学物質対策の確立と推進のための取組 .......................................... 141 

第２節 各種施策の基盤となる施策及び国際的取組に係る施策 .............................. 142 
１．経済・社会のグリーン化の推進 ........................................................................ 142 
２．技術開発、調査研究、監視・観測等の充実等 ................................................. 142 
３．国際的取組に係る施策 ....................................................................................... 143 
４．地域づくり・人づくりの推進 ............................................................................ 145 
５．環境情報の整備と提供・広報の充実 ................................................................ 147 
６．環境影響評価等................................................................................................... 148 
７．環境保健対策、公害紛争処理等、環境犯罪対策 

及び放射線による人の健康へのリスクの管理 ........... 148 

第３部 計画の効果的実施 ......................................................................... 151 

第１節 政府をはじめとする各主体による環境配慮と連携の強化 ........................... 151 
第２節 財政措置等 ...................................................................................................... 151 
第３節 各種計画との連携 ........................................................................................... 152 
第４節 指標等による計画の進捗状況の点検 ............................................................. 152 
第５節 計画の弾力的対応と見直し ............................................................................ 153 



105 
 

第８節 大気環境保全に関する取組 

 

１．取組状況と課題 

 

（１）大気汚染 

 

我が国における大気汚染については、様々な施策により、全体としては改善しつつ

あるが、まだなお多くの課題が残されている。都市部では依然としてNO2の環境基準

が達成されていない地域が残存しているほか、光化学オキシダントについては、その

環境基準達成率は１％に満たない。平成21年9月に環境基準が設定されたPM2.5に

ついては、測定データから、全国的に環境基準を超える可能性が示唆されているとこ

ろである。 

アスベストについては、近年、解体建築物からの飛散事例が散見されているところ

であり、東日本大震災による被災地の復旧・復興に伴う解体建築物からの飛散・ばく

露防止対策と合わせて、大きな課題である。  

国際的には、東アジア地域において、急速な経済発展に伴う大気汚染物質の排出量

が増加することで大気汚染が深刻化している。また、近年我が国への黄砂飛来頻度が

増加傾向にあり、黄砂に付着する有害物質の影響も指摘されている。 

 

①大都市地域における大気汚染 

NO2や浮遊粒子状物質（SPM）に係る大気汚染の状況については、自動車の単体

規制や自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の

削減等に関する特別措置法（自動車NOX・PM法）、低公害車の普及促進により、

全体としては改善傾向にあり、環境基準をおおむね達成している。しかしながら、

NO2については環境基準を達成していない地点が引き続き残存している。SPM に

ついても、環境基準が継続的・安定的に達成されているかどうかに関し、引き続き

状況を監視することが必要である。 

なお、従来は増加傾向を示していた自動車の保有台数や走行量はここ数年減少傾

向にあること、また、今後のエネルギー制約の増大と人口減少・高齢化も踏まえた、

環境にやさしい交通の確保策を検討する必要がある。 

 

②光化学オキシダント 

主要な原因物質である揮発性有機化合物（VOC）については、固定発生源に係る

規制と自主的取組により排出量が平成22年度までに平成12年度比で3割以上削減

される見込みであるが、光化学オキシダントの一般環境中の濃度に顕著な改善は見

られず、その環境基準達成率は１％に満たない。 

このため、光化学オキシダント濃度の動向等の実態把握及び生成機構の解明に係

るさらに詳細な調査並びに新たな科学的知見の収集等を推進するとともに、光化学

オキシダント及びその原因物質の排出インベントリの作成や予測シミュレーション
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モデルの構築に係る取組を強化し、これらの結果を踏まえた光化学オキシダントに

係る対策のあり方を検討することが必要である。また、当該検討に当たっては、国

内での対策効果が及ばない東アジア地域からの広域大気汚染の影響も考慮する必要

がある。 

  

③PM2.5 
環境基準が設定され、常時監視（質量濃度測定、成分分析）体制が構築されつつ

ある PM2.5 については、大気汚染状況のより一層の把握を進めるため、常時監視

体制の更なる整備を推進する必要がある。 

また、光化学オキシダントと同様に、PM2.5についても、濃度の動向等の実態把

握や生成機構の解明に係る調査等の推進や、その原因物質の排出インベントリの作

成や予測シミュレーションモデルの構築に係る取組等の強化が必要である。さらに、

東アジア地域からの広域大気汚染の影響も踏まえた対策のあり方について、検討が

必要である。 

 

④広域大気汚染 

これまで、科学的知見の充実、東アジア酸性雨モニタリングネットワーク

（EANET）や日中韓三カ国環境大臣会合（TEMM）の下での黄砂・光化学オキシ

ダントに関する国際協力を実施してきた。東アジア地域での大気汚染に対処するに

は、より一層の国際協力の推進が必要である。 

また、酸性雨、光化学オキシダント、PM2.5及び黄砂について、測定技術の向上

も含めた国内外のモニタリング体制の充実や、排出源、輸送・沈着メカニズム及び

物理的・化学的特性の解明など、科学的知見の充実が必要である。 

さらに、東アジア地域における広域的な大気環境管理の実現に向けた施策を展開

していくことが重要である。 

 

⑤アスベスト 

平成17年12月に取りまとめられた「アスベスト問題に係る総合対策」を踏まえ、

これまでに、「アスベストの全面禁止措置」をはじめ、「既存施設におけるアスベ

ストの除去等」、「解体時等の飛散・ばく露の防止」、「アスベスト廃棄物の適正

な処理」等の措置を推進してきたところである。 

すでにアスベスト含有製品が製造禁止されたものの、アスベストの主要排出源で

ある民間建築物の解体は今後も続き、その件数は、平成 40 年頃にピークを迎える

と推定されていることや、アスベストによる健康影響は数十年の期間を経て顕在化

し、発症後の原因究明が困難になることを踏まえ、今後とも、アスベストの飛散・

ばく露防止対策の徹底が重要となってくる。 

また、東日本大震災の被災地におけるアスベストに係る環境モニタリングや、ア

スベストの飛散・ばく露防止対策から得られた知見を今後の対策にいかしていく必

要がある。 
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（２）騒音等の生活環境 

 

①交通に起因して生ずる騒音 

自動車交通や新幹線鉄道など交通に起因して生ずる騒音（以下「交通騒音」とい

う。）への対策は、現に発生している騒音問題に対する発生源対策及びばく露側の

対策に加え、新たな交通騒音問題の発生を回避するための土地利用対策の三本柱で

実施してきている。 

環境アセスメントや発生源対策等の実施により、交通騒音に係る環境基準の達成

状況は、全体として改善の傾向にあるものの、依然として環境基準が達成されてい

ない状況にある。これは、既存の交通施設の沿道・沿線において、従前は人が居住

していなかった地域で宅地開発が行われた結果、新たに居住することとなった者（以

下「後住者」という。）に係る新たな騒音問題が発生していることも、環境基準の

達成率がなかなか改善しない一因と推測される。 

今後のまちづくりに当たり、騒音問題の未然防止の観点から、交通施設とその沿

道・沿線地域の土地利用の調和を図っていく必要がある。 

 

②新しい騒音問題 

近年、小型機器の住宅街への普及や風力発電施設の導入拡大など、騒音を発生す

る施設、形態が多様化し、従来の環境基準や騒音規制法による規制を必ずしも適用

できない新しい騒音問題が発生している。特に、元来静穏な地域に設置されること

が多い風力発電施設については、騒音・低周波音の周辺への影響が問題となってい

るが、施設に特有の騒音・低周波音の発生・伝搬状況の把握や周辺住民の健康影響

との因果関係の解明は十分ではなく、詳細な調査・研究が求められている。 

さらに、こうした新しい騒音問題など、様々な社会的状況の変化や新たな科学的

知見も踏まえて、今後の騒音の対策や評価方法について検討を行っていく必要があ

る。 

 

③都市における夏季の大気の熱ストレス 

近年、大都市においては、平均気温の上昇が顕著になり、気温30℃を超える状況

が長時間化するとともにその範囲も拡大している。これに伴い、大気の熱ストレス

の増加により、熱中症の被害も拡大しているところである。特に、今後の中長期的

なエネルギー需給構造の変化等により、地域的に暑熱環境が変化する可能性がある

ことから、熱ストレスが増大する地区においては、特にヒートアイランド対策及び

熱中症対策を実施する必要がある。 

さらに、ヒートアイランド対策については、地球温暖化に関する取組も考慮しつ

つ、ヒートアイランド現象の原因を削減する対策（緩和策）に併せて、短期的に暑

熱環境による人の健康への影響を軽減する適応策も推進する必要がある。 
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２．中長期的な目標 

 

以上のような背景を踏まえ、以下の事項を中長期的な目標とする。 

 

（１）大気汚染及び交通騒音については、環境基準を確実に達成及び維持するとともに、

可能な限り更なる大気に係る生活環境の改善に努めること。あわせて、地球温暖化

の防止にも寄与すること。 

 

（２）大気に係る環境基準が維持された低炭素社会の実現に向け、環境的に持続可能な

都市・交通システムの実現を図るとともに、生活様式や経済活動についても環境的

に持続可能なものへの転換を図ること。 

 

 

３．施策の基本的方向 

 

（１）基本的方向性 

 

①全体の方向性 

全体として大気環境が改善しつつあることを踏まえ、規制的手法だけではなく、

経済的手法や、情報提供による自主的取組の推進も重視する。 

また、低炭素社会を構築するための対策や包括的な化学物質対策などの他の重点

分野とも緊密に連携しつつ、環境的に持続可能な都市・交通システムや生活様式の

構築等の施策の推進及び大気汚染等に係る科学的知見の充実に当たっては、関係省

庁の連携の下、政府全体で取り組んでいく。 

主要な課題のうち、光化学オキシダント対策や PM2.5 対策、又は東アジア地域

における広域大気汚染対策については、都道府県単位又は国単位を越えた広域的な

取組が重要である。 

燃料消費等により排出される物質の中には、大気汚染の原因となる物質だけでな

く、地球温暖化の原因とされる物質もある。燃料消費等により排出される大気汚染

の原因となる物質を減らす施策は同時に温室効果低減にも資するものもあり、大気

汚染防止の施策が同時に地球温暖化防止にも資する場合があるという視点が重要で

ある。 

 

②環境的に持続可能な都市・交通システム 

今後、大幅な人口減少と高齢化が進展すると予測される中で、コンパクトなまち

づくりが必要となっている。そして、人にも自然にも配慮した、大気汚染や騒音、

熱ストレスの低減を可能にする環境的に持続可能な都市・交通システムの実現が求

められている。その際には、環境分野の技術革新等による経済発展を目指すグリー

ン・イノベーションの観点と、都市と交通システムが低炭素社会づくりに係る重要

な要素であるという観点が重要である。 
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また、大気汚染や騒音による環境負荷の低減のため、個々の工場や交通機関に対

する発生源対策、緑地帯や遮音壁等のばく露側の対策に加え、工場や交通施設によ

る大気汚染や騒音の影響が大きい地域の周辺は緩衝帯として機能する土地利用を行

う等の未然防止対策をバランスよく実施することが必要である。 

さらに、今後のエネルギー需給構造の変化等を踏まえた人工排熱の利活用・低減、

地表面被覆及び都市形態の改善を推進するとともに、ヒートアイランド現象に対す

る適応策の導入を促進する。 

 

③実態解明の推進（科学的知見の充実） 

環境基準が設定されたばかりである PM2.5 については、全国的な大気環境濃度

等を把握するため、常時監視の体制を一層構築する。また、光化学オキシダント及

び PM2.5 の大気汚染物質の大気中の挙動を解明するため、インベントリの整備と

各種解析及び予測シミュレーションモデルの精緻化等を促進するとともに、常時監

視の測定精度を向上させる。 

また、大気環境基準や指針値の設定・改定に資するため、ばく露影響や広域大気

汚染を含めた大気汚染物質による健康影響及び生態影響に係る知見の拡充を図る。 

さらに、風力発電施設等からの騒音・低周波音の発生・伝播状況及び周辺住民へ

の健康影響との因果関係に係る知見を集積し、新たな立地に際しての対策へ活用す

る。 

加えて、今後のエネルギー需給構造の変化等も踏まえた熱環境の状況把握手法及

びこれに対応したヒートアイランド対策の検討など、引き続き良好な大気環境及び

生活環境の確保のための調査・研究を推進する。 

 

④東アジア地域での協力の推進 

科学的知見に基づく大気環境管理の枠組みの構築に向けた、東アジア地域での大

気汚染物質の排出量、大気中濃度の把握や汚染機構解明の推進と、これらの政策へ

の反映を行う。また、二国間協力に加え、EANET やTEMM など、既存の国際協

力の枠組みを踏まえつつ、東アジア地域規模での広域的な大気環境管理を目指し、

国際協力を進める。 

 

⑤生活様式や経済活動の見直し 

事業活動や日常生活において、低公害車の利用のほか、エコドライブの実施や不

要不急の自動車利用の自粛、公共交通機関や自転車の安全な利用といった利用面で

の低公害化・低炭素化を含め、できるだけ燃料を消費しない移動行動を呼びかける。 

また、情報共有による関係者の自発的な協力を促進するため、高度道路交通シス

テム（ITS）技術の積極的な活用や、騒音マップによる情報提供などを含めた効果

的な情報発信の手法を検討していく。 

さらに、都市における夏季の大気の熱ストレス対策として、個人でも実施可能な

ヒートアイランド現象に対する適応策の普及を促進する。 

加えて、より良い感覚環境（かおり、音等といった人間が感覚を通じて感じる環
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境）について普及啓発を図り、その形成を推進する。 

 

（２）各主体の役割 

 

国が果たすべき役割、その他の主体に期待される役割は以下のとおりである。 

 

①国 

国は全国的観点から必要な枠組みを構築するとともに、事業者、地方公共団体等

の各主体との連携強化により、取り組むべき対策を効果的に実施する。なお、国自

身が大きな事業者、消費者であることから、率先して環境負荷の低減に努める。 

また、それぞれの主体の大気環境改善のための取組状況の把握、検証に努めると

ともに、様々な主体による取組が社会的に評価されるような仕組みについても検討

を行う。環境目標値の順次設定及び必要に応じた改定を行う。 

さらに、良好な大気環境・生活環境の確保のため、大学等研究機関とも連携しな

がら調査・研究を行うとともに、関連する情報を積極的に提供する。 

加えて、我が国だけの取組では解決が困難な広域的な問題について、他国政府と

の協調・連携を進める。 

 

②地方公共団体 

大気環境の改善に当たっては、地域の実情を熟知した地方公共団体が、地域の各

主体と連携を図りつつ、適切に対策を推進することが必要不可欠である。 

また、対策の推進に当たっては、同様の課題を抱える地方公共団体との情報共有

や連携も重要である。 

 

③事業者 

事業者は、経済活動及び交通の中で大きな役割を担っており、その取組は環境的

に持続可能な都市・交通システムを構築していく上で重要である。運輸事業者と運

送サービスを利用する者がそれぞれの事業と環境との関わりに応じ、国や地方公共

団体の施策に協力するとともに、地域との情報共有や、事業者相互の連携を行いつ

つ、法令の遵守にとどまらず、環境負荷を積極的に低減するための自主的な取組を

行うことが必要である。 

 

④国民 

自動車利用などによるエネルギー消費やこれらの交通に起因する大気汚染、騒音

など、国民の日常生活に起因する環境への負荷は小さくない。国民は日々の暮らし

が環境に大きな負荷を与えていることを認識し、自ら環境負荷を軽減する視点から

積極的な取組を行うことが必要である。 
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（３）重点的取組事項 

 

（２）における役割を果たすため、国は地方公共団体等との連携を深めつつ、以下の

ことに取り組む。 

 

①排出ガス、騒音などの自動車に起因する環境負荷の低減 

近年の自動車の環境性能は著しく向上している。このような自動車に代替してい

くことによる環境負荷の低減が期待されることから、これらの環境性能に優れた自

動車の普及を促進する。 

また、自動車排出ガス・騒音低減技術の進展、走行実態や使用実態を考慮した自

動車単体規制手法の見直し、許容限度の強化を検討する。 

さらに、自動車単体の対策に加え、エコドライブの実施や公共交通機関の利用等

の自動車利用の低公害化・低炭素化を促進する。 

 

②広域的な取組を重視した大気汚染対策 

光化学オキシダント及びPM2.5については、昨今の進歩した広域大気汚染シミ

ュレーションを活用し、大気汚染物質濃度の動向等の把握や生成機構の解明を行う

とともに、排出インベントリの整備・改善、常時監視の体制整備及び測定精度向上

等を図る。また、広域大気汚染による影響を踏まえつつ、対策コストに対する効果

の評価も含めた有効な対策のあり方を検討し確立する。特に、光化学オキシダント

については、広域大気汚染や気象条件の変化などの影響を大きく受けやすい注意報

等とは別に、環境改善効果を適切に示す指標について検討を行い、結論を得ること

を目指す。 

東アジア地域における広域大気汚染対策については、科学的知見の充実を図ると

ともに、東アジア地域での大気環境管理枠組みづくりに向け、我が国としての有効

な戦略について検討を進める。 

 

③後住者に係る交通騒音問題の未然防止 

車両の低騒音化などの発生源対策や、住宅の防音工事といったばく露側の対策に

加え、交通施設の沿道・沿線に住居等が新たに立地しないよう、潜在的な後住者に

対し沿道・沿線の騒音状況を情報提供するなどの誘導施策により、交通騒音問題を

未然に防止するための取組を行う。 

 

④社会情勢の変化を踏まえた新たな課題への対応 

A．アスベスト対策 

アスベスト対策については、解体時における建築物等のアスベストの使用状況

の確認をより徹底していくとともに、その解体現場における飛散状況を迅速に把

握するための効率的かつ効果的な測定方法の確立及び飛散・ばく露防止対策の徹

底を図る。 

 



112 
 

B．騒音・低周波音に係る科学的知見の集積と対策の検討 

従来の環境基準や規制を必ずしも適用できない新しい騒音問題について対策

を検討するために必要な科学的知見を集積する。その中でも、風力発電施設等か

ら発生する騒音・低周波音については、その発生・伝搬状況や周辺住民の健康影

響との因果関係等、未解明な部分の調査研究を進め、必要な情報を積極的に発信

する。また、それらの施設から発生する騒音・低周波音が環境に及ぼす影響を適

切に調査、予測及び評価するための手法を確立する。 

 

C．ヒートアイランド対策の計画的実施の促進 

関係府省と連携し、今後のエネルギー需給構造の変化等を踏まえた熱環境の状

況把握、地域の実情に応じた人工排熱の利活用・低減並びに地表面被覆及び都市

形態の改善の計画的実施を促進する。また、ヒートアイランド現象によって生じ

る夏季の大気の熱ストレスに対する適応策の実施も促進する。 

 

 

４．取組推進に向けた指標 

 

取組の推進に向けては、良好な大気・生活環境の評価は多岐にわたる視点があること

や、指標ごとの特徴、意味合いに留意しつつ、きめ細かく総合的な観点から評価を行う。

また、大気汚染等に係る環境基準の達成・維持を目標にするとともに、可能な限り更な

る大気に係る生活環境の改善に努めていく。 

   

（指標） 

・大気汚染物質に係る環境基準達成率 

・有害大気汚染物質に係る環境基準、指針値達成率 

・幹線道路を中心とする沿道地域の自動車騒音に係る環境基準の達成状況 

・新幹線鉄道騒音及び航空機騒音に係る環境基準の達成状況 

・騒音の一般地域における環境基準の達成状況 

・省エネルギー機器、住宅・建築物、低公害車等の普及率 

・都市域における水と緑の面的な確保状況を示す指標 

・都市域における年間の30℃超高温時間数・熱帯夜日数 
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②都市における水辺空間の確保 

都市における水辺空間の確保に資する緑地の保全と緑化等を推進する。 

 

（２）世界の水問題に対する取組 

 

第１章第７節の３.(３)②に掲げる施策のほか、温室効果ガス排出削減にも配慮した対

策（コベネフィット・アプローチ）にも取り組む。 

 

（３）土壌環境の保全 

 

第１章第９節の３.(３)②及び第３章の１．に掲げる施策のほか、以下の施策を推進す

る。 

①市街地等の土壌汚染対策 

土壌汚染対策法に基づき、人の健康の被害を防止するため、土壌汚染の適切な調

査や対策を推進する。また、新たな有害物質やばく露経路に関する知見の集積を図

り、必要に応じ、基準等の見直しを行う。 

 
②ダイオキシン類による土壌汚染対策 

ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、早急かつ的確な対策が実施されるよう

必要な支援に努める。 

 
③農用地の土壌汚染対策 

農用地の土壌の汚染防止等に関する法律に基づき、対策地域の指定要件に該当す

る地域について、対策地域の指定、対策計画の策定等の必要な措置を促進する。 

 

（４）地盤環境の保全 

 

地盤沈下などの地下水位の低下による障害を防ぐため、地下水採取の抑制のための施

策を推進するとともに、流域全体を通じて、地盤環境保全上健全な水循環の確保に向け

た取組を推進する。また、関係省庁との連携を一層強化するとともに、全国の地盤沈下

の状況を的確に把握するため、継続して監視測定を行う。 

 

 

５．大気環境保全に関する取組 
 

（１）光化学オキシダント及びPM2.5対策 

 

第１章第８節の３.(３)②参照 
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（２）窒素酸化物等による大気汚染対策 

 

①窒素酸化物・浮遊粒子状物質対策 

A．自動車排出ガス対策 

a．第１章第８節の３.(３)①参照 

b．交通流の円滑化対策の推進 

環状道路等の幹線道路ネットワークの整備、交差点改良等の道路構造の改善、

公共交通機関の利用促進のための都市の基盤整備、自動車交通需要の調整、駐

車対策の効果的な実施、高度道路交通システム（ITS）などの交通流の円滑化

対策を推進する。 

B．固定発生源対策 

引き続き適切な排出抑制対策を進める。 

C．その他の対策 

大気汚染の常時監視については、システムのデジタル化等を推進する。また、

海洋汚染及び海上災害等の防止に関する法律等に基づき船舶等からの排出ガス対

策を推進する。 

 

②スパイクタイヤ粉じん対策 

スパイクタイヤ粉じんの発生の防止に関する法律に基づき、スパイクタイヤ粉じ

んの発生防止対策を推進する。 

 

③ダイオキシン類対策 

第１章第９節の３.(３)②参照 

 

（３）多様な有害物質による健康影響の防止 

 

①有害大気汚染物質対策 

有害大気汚染物質については、第１章第９節の３.(３)①及び②の取組のほか、「今

後の有害大気汚染物質対策のあり方について（中央環境審議会第9次答申）」に基

づき、引き続きリスクの程度に応じた排出抑制対策を推進する。 

 
②アスベスト対策 

第１章第８節の３.(３)④参照 

 

（４）広域大気汚染対策 

 

第１章第８節の３.(１)④及び(３)②に掲げる施策のほか、以下の施策を推進する。 

①モニタリング等の推進 

国内においては、酸性雨及び黄砂のモニタリング等を推進する。 
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②途上国における大気汚染対策の推進 

さらに、アジアをはじめとする途上国における、温室効果ガスの排出削減にも配

慮した大気汚染対策を推進する（コベネフィット・アプローチの推進）。 

 

（５）騒音・振動、悪臭対策 

 

①自動車交通騒音・振動対策 

第１章第８節の３.(３)①、③に掲げる施策のほか、以下の施策を推進する。 

A．道路交通振動対策 

道路交通振動について、最新知見の情報収集・分析等を行い、予測・評価手法

の検討を行う。 

B．交通流対策、道路構造対策、沿道対策の総合的推進 

交通の分散や円滑化のためのバイパス及び環状道路の整備等の交通流対策、遮

音壁、低騒音舗装、植樹帯整備等の道路構造対策、土地利用の適正化等の沿道対

策の充実について検討し、それらの対策を総合的に進める。 

 

②新幹線鉄道騒音・振動、航空機騒音対策 

第１章第８節の３.(３)③参照 

 

③在来鉄道騒音・振動対策 

環境基準が定められていない在来鉄道騒音については、既存の施策で一定の効果

が得られている新線又は大規模改良線以外の既設区間において、沿線での測定や事

業者の取組状況の把握等の実態調査を行い、騒音防止対策に係る指針の策定を検討

するなど、適切な対策を進める。 

 

④工場・事業場及び建設作業の騒音・振動対策 

最新の知見の収集・分析等を行い、騒音・振動の評価方法等についての検討を行

う。また、従来の規制的手法による対策に加え、情報的手法及び自主的取組手法を

活用した発生源側の取組を促進する。 

 

⑤近隣騒音対策 

普及啓発等の対策を進める。 

 

⑥低周波音対策 

第１章第８節の３.(３)④参照 

 

⑦悪臭対策 

臭気指数規制導入の促進を図るとともに、排出規制、技術支援及び普及啓発を進

める。 
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（６）ヒートアイランド、光害対策、感覚環境 

 

①都市におけるヒートアイランド対策 

第１章第８節の３.(３)④参照 

 

②光害対策 

企業における技術開発の状況や諸外国の動向を把握するとともに、必要に応じ光

害対策ガイドラインを見直し、普及啓発を図る。 

 

③より良い感覚環境の形成 

第１章第８節の３.(１)⑤参照 

 

 

６．包括的な化学物質対策の確立と推進のための取組 
 

（１）化学物質の科学的なリスク評価の推進 

 

第１章第９節の３.(３)①参照 

 

（２）化学物質のライフサイクル全体のリスクの削減 

 

第１章第９節の３.(３)②参照 

 

（３）化学物質に関する未解明の問題への対応 

 

第１章第９節の３.(３)③参照 

 

（４）化学物質に関する安全・安心の一層の増進 

 

第１章第９節の３.(３)④参照 

 

（５）化学物質に関する国際協力・国際協調の推進 

 

第１章第９節の３.(３)⑤参照 

 

（６）国内における毒ガス弾等に係る対策 

 

平成15年6月6日の閣議了解及び平成15年12月16日の閣議決定を踏まえ、旧軍毒ガス

弾等による被害の未然防止を図るための環境調査等を、関係省庁と連携して、地方公共

団体の協力の下、着実に実施する。また、環境省に設置した毒ガス情報センターにおい
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第３節 各種計画との連携 

 
社会経済活動が、環境問題とより密接な関係を持つようになっている今日において

は、幅広い分野の政策が環境政策と関係を持つようになってきている。国は、環境に

影響を及ぼすと認められる計画を策定するに当たっては、環境の保全に配慮しなけれ

ばならない。環境保全のための配慮に当たっては、次のような方針で臨む。 
環境の保全に関する国の基本的な計画である環境基本計画と国の他の計画との間で

は、環境の保全に関しては、環境基本計画との調和が保たれたものであることが重要

である。 
国の他の計画のうち、専ら環境の保全を目的とするものは、環境基本計画の基本的

な方向に沿って策定、推進する。 
また、国のその他の計画であって環境の保全に関する事項を定めるものについては、

環境の保全に関しては、環境基本計画の基本的な方向に沿ったものとすることとし、

このため、これらの計画と環境基本計画との相互の連携を図る。特に、法令に環境基

本計画との調和に関する規定がある計画については、当該規定を踏まえ、本計画の基

本的な方向に沿ったものとなるよう留意することとする。 
 

第４節 指標等による計画の進捗状況の点検 

 
環境基本計画の着実な実行を確保するため、毎年、中央環境審議会は、国民各界各

層の意見も聴きながら、環境基本計画に基づく施策の進捗状況などを点検し、必要に

応じ、その後の政策の方向につき政府に報告する。中央環境審議会の点検は、関係府

省の自主的な点検結果を踏まえて実施する。関係府省の点検が、施策の環境改善効果

に関する分析、評価を可能な限り含めて実施できるよう、政府は、適切な点検手法の

開発を図る。 
中央環境審議会の点検結果については、毎年国会に対して行うものとされている年

次報告などに反映するとともに、環境保全経費の見積り方針の調整に反映する。 
点検等に当たっては、環境基本計画の進捗状況についての全体的な傾向を明らかに

し、環境基本計画の実効性の確保に資するため、環境の状況、取組の状況等を総体的

に表す指標（総合的環境指標）を活用する。この場合に、ⅰ）事象面で分けた各重点

分野に掲げた個別指標を全体として指標群として用いるとともに、ⅱ）事象面で分け

た各重点分野を代表的に表す指標の組み合わせによる指標群を活用する。また、環境

問題の幅広い視点からの理解に資するものとして、ⅲ）環境の各分野を横断的に捉え

た指標群も併せて活用する。さらに、ⅳ）環境と社会経済の関係を端的に表した指標

として、①環境効率性を示す指標、②資源生産性を示す指標、③環境容量の占有量を

示すエコロジカル・フットプリントの考え方による指標を参考として補助的に用いる

とともに、④環境に対する満足度を示す指標について、今後、具体化に向けた検討を

行うこととする。 
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なお、これらの指標の使用に当たっては、それぞれの指標が持つ特性や限界等に十

分留意する必要があるとともに、それらに関して、広く関係者の理解を得るよう努め

ることが重要である。 
また、指標が本計画の目指す方向を的確に反映し、かつ環境や社会経済等の状況に

即した適切なものであるよう常に見直しを行い、指標の継続性にも配慮しつつ、その

発展のため、必要に応じ機動的に変更を行う。さらに、持続可能な社会に係る指標の

開発を行うため、複数分野を横断的に測り端的に環境の状況を把握するための指標や、

従来の GDP などの経済的指標では測ることができない発展的な指標等について必要

な検討とデータの整備を進める。 
国は、環境基本計画に基づく施策や取組の実施状況を把握し、評価し、自ら政策の

企画立案等に活用するほか、環境への取組を進める他の主体に対し環境白書をはじめ

様々な手段を通じて情報を適切に提供するため、そのための体制の整備を含め、環境

情報の体系的な収集、蓄積、利用を進める。 

 

第５節 計画の弾力的対応と見直し 

 
環境基本計画は、策定後5年程度が経過した時点を目途に計画内容の見直しを行う

こととし、必要に応じて計画の変更を行う。 

なお、計画に定められた各分野の具体的な目標や、それを実現するための個別の施

策については、目指すべき持続可能な社会の実現に向けて、内外の社会経済の変化や

施策の検討・進捗状況に柔軟かつ適切に対応できるよう、「はじめに」において述べた

とおり、必要に応じて弾力的に対応することが重要である。 

 
 

 
 



 
 
 
 

（参考資料） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



参考資料　総合的環境指標

ⅰ）事象面で分けた各重点分野における個別指標群

（各重点分野に掲げた指標の一覧）

重点分野 取組推進に向けた指標
※本分野については、我が国のエネルギー構造や産業構造、国民生活の現状や長期的な将来の低炭素社会の姿を踏まえ、2013年以降の地球温暖化対策・
施策の議論を進めた上で設定することとする。現時点では、例えば以下のものが考えられる。

・温室効果ガスの排出量及び吸収量
・国の機関の排出削減状況
・中長期目標を定量的に掲げている地方公共団体実行計画の策定割合
・冷媒として機器に充填されたHFCの法律に基づく回収状況
・森林等の吸収源対策の進捗状況

① 生物多様性への理解・配慮の向上に関わる指標
・「生物多様性」の認識状況及び生物多様性国家戦略認知度
・生物多様性自治体ネットワーク及び生物多様性民間参画パートナーシップへの参加団体数
・エコロジカルネットワーク形成等に配慮した「緑の基本計画」の策定数
・多様な主体による都市の緑地管理状況を示す指標
（補助指標）
・にじゅうまるプロジェクト及びグリーンウェイブへの参加団体数等
② 持続可能な利用の促進に関わる指標
・田園自然環境の創造に着手した地域の数　　・バイオマスの利用量及び新産業の規模
・木材の供給量と需要量　　・都道府県によるエコファーマー累積新規認定件数
・市町村によるバイオマス活用推進計画の策定数　　・森林経営計画の策定面積
（補助指標）
・森林認証面積（「緑の循環」認証会議(SGEC)、森林管理協議会(FSC)）
・海洋管理協議会(MSC)ラベル付き製品数、マリン･エコ･ラベル(MEL)ジャパンの認証件数

③ 生物多様性の保全・再生に関わる指標
・自然公園面積（国立公園、国定公園、都道府県立自然公園）
・都市域における水と緑の面的な確保状況を示す指標
・海洋保護区面積
　（自然公園、自然環境保全地域、鳥獣保護区、保護水面、共同漁業権区域、指定海域、沿岸水産資源開発区域等）
・保護増殖事業計画の策定数及び国内希少野生動植物種の指定数
・特定外来生物及び要注意外来生物の指定等種類数並びに外来生物法に基づく防除の実施件数
・河川及び港湾における「失われた自然の水辺のうち、回復可能な自然の水辺の中で再生した水辺の割合」
・河川及び港湾における「失われた湿地や干潟の中で再生したものの割合」
・脊椎動物、昆虫、維管束植物の各分類群における評価対象種数に対する絶滅のおそれのある種数の割合
・森林面積：育成単層林、育成複層林、天然生林　　・保安林面積　　・国有林の保護林面積
・都道府県が定める希少種保護条例の制定数及び同条例に基づく指定希少野生動植物種の指定数
④ 情報整備、参加型計画立案等の強化に関わる指標
・1/25,000植生図整備状況　　・生物多様性地域戦略の策定自治体数
・地域連携保全活動状況（計画策定自治体数及び協議会数）

　環境基本計画の第３部第４節では、環境基本計画の進捗状況についての全体的な傾向を明らかにし、環境基本計画の実効性の確保に資するために、環
境の状況、取組の状況等を総体的に表す指標（総合的環境指標）を活用することとしている。
　この資料は、総合的環境指標の具体的内容について補足するため、環境基本計画を決定する閣議における参考資料としたものである。

「地球温暖化に関する取
組」

「生物多様性の保全及び持
続可能な利用に関する取
組」

（1 ）



重点分野 取組推進に向けた指標
・資源生産性　　・循環利用率　　・最終処分量
・１人１日当たりのごみ排出量　　・１人１日当たりに家庭から排出されるごみの量　　・事業系ごみの総量
・その他循環型社会形成推進基本計画で定めている取組指標
・公共用水域及び地下水の水質汚濁に係る環境基準の達成状況
・環境保全上健全な水循環の構築に関する計画の流域ごとにおける作成・改定数
【主に水質に関する補助的指標】
・水質等のモニタリング地点　　・主要な閉鎖性水域における汚濁負荷量　　・廃棄物の海洋投入処分量
【主に水量に関する補助的指標】
・再生水の利用量　　・湧水の把握件数　　・森林面積（育成単層林、育成複層林、天然生林）《再掲》
・弾力的管理を行うダム数　　・雨水貯留浸透施設の設置数
【主に水生生物等・水辺地に関する補助的指標】
・水環境の保全の観点から設定された水辺地の保全地区等の面積　　・主要な閉鎖性海域の干潟・藻場面積
・生態系の保全の観点から田園自然環境の創造に着手した地域数　　・里海の取組箇所数
・地域共同により農地周りの水環境の保全管理を行う面積
・都市域における水と緑の面的な確保状況を示す指標《再掲》
【主に参画に関する補助的指標】
・全国水生生物調査の参加人数　　・ホタレンジャーへの応募数
・大気汚染物質に係る環境基準達成率　　・有害大気汚染物質に係る環境基準、指針値達成率
・幹線道路を中心とする沿道地域の自動車騒音に係る環境基準の達成状況
・新幹線鉄道騒音及び航空機騒音に係る環境基準の達成状況
・騒音の一般地域における環境基準の達成状況　　・省エネルギー機器、住宅・建築物、低公害車等の普及率
・都市域における水と緑の面的な確保状況を示す指標《再掲》
・都市域における年間の30℃超高温時間数・熱帯夜日数
【環境中の残留状況に係る指標】
・環境基準、目標値、指針値が設定されている有害物質については、その達成率
・各種の環境調査・モニタリングの実施状況（調査物質数、地点数、媒体数）
・POPs等、長期間継続してモニタリングを実施している物質については、濃度の増減傾向の指標化を今後検討する
　（例：濃度が減少傾向にある物質数）
【環境への排出状況に係る指標】
・PRTR制度の対象物質の排出量及び移動量
【リスク評価に係る指標】
・化学物質審査規制法に基づくスクリーニング評価及びリスク評価の実施状況

「大気環境保全に関する取
組」

「包括的な化学物質対策の
確立と推進のための取組」

「物質循環の確保と循環型
社会の構築のための取組」

「水環境保全に関する取
組」

（2 ）




